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会社紹介
商号：横河電機株式会社

代表取締役社長：奈良 寿
設立：大正9年 (1920年) 12月1日

資本金： 434億105万円 (2020年3月末現在)
連結売上高： 4,044億 (2019年度)
関係会社数： 114社
従業員数： 18,107人（連結）
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横河電機㈱ HPより抜粋

横河電機は、ＹＯＫＯＧＡＷ
Ａグループ会社とともに、計
測、制御、情報の技術を軸に
最先端の製品やソリューショ
ンを提供し、産業界はもとよ
り、豊かな人間社会の実現に
貢献しています。
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事業概要
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横河電機㈱ HPより抜粋
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会社組織再編概要
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事例① 吸収分割・合併による再編（2013年4月）

＜横河電機＞
国内制御事業の営業機能
（1335人）

＜FE社＞
国内の保守サービス・エンジニ
リングの子会社（781人）

＜SL社＞
情報・制御に関するソリューショ
ンサービスを展開する子会社
（735人）

＜横河ソリューションサービス＞
国内制御事業の営業・エンジニアリング・
サービス機能会社

事例② 既存子会社への出向者の移籍による再編
・計測事業子会社 約120人（2013年10月）
・医療ソリューション事業子会社 約70人 （2014年4月）
・生産機能子会社 約660人（2014年7月）
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事例① 会社組織再編の労使協議

• 2012年7月 臨時経営協議会にて組合に申し入れ
– 以降、9月までに2回の協議を実施
＜協議での主な確認内容＞

• 申し入れの背景、目的の確認
• 労働条件の確認
• 組合員からの疑問点、不明点の確認
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事例① 会社組織再編の労使協議
• 2012年10月 中央委員会にて執行部の基本的な考
えと今後の進め方を提示
– 4つの要求受諾を前提に、申し入れを受け入れることを提示

• 新会社の労使協議の運営などについて協議すること
• 移籍する組合員を当労組の組合員としていくことから、移籍後の労働
条件等について、当労組と協議すること

• 移籍後の組合員に関する新会社との労働協約･労使協定の締結当
事者は当労組であること

• 新会社において良好な労使関係を構築し、その発展に努めること

• 2012年11月 臨時大会で決定。その後の臨時経協
で組合要求を会社が受諾
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協議のポイント

• 施策の背景である国内ビジネスの状況や、労働契約
承継法に基づく施策で、基本的には受け入れざるを得
ない認識のもと協議

• 組合員からの疑問点・不明点を中心に協議の中でQA
を行い、施策の背景、真意、労働条件などについて議
論をつくし、組合員に展開

• 労組要求を会社がすべて受諾
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組合組織再編概要
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事例① 吸収分割・合併による再編（2013年4月）

＜横河電機＞
国内制御事業の営業機能
（1335人）

＜FE社＞
国内の保守サービス・エンジニ
リングの子会社（781人）

＜SL社＞
情報・制御に関するソリューショ
ンサービスを展開する子会社
（735人）

＜横河ソリューションサービス＞
国内制御事業の営業・エンジニアリング・
サービス機能会社

労働組合

労働組合

社員会

労働組合
(2014年9月結成）

（2013年4月～2014年8月）
・１企業 ２組合 １社員会で労働条件統一

に向けた労使協議などを合同で実施
・組織検討委員会を立ち上げ検討
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ご清聴ありがとうございました！
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